
神奈川県内市町村（指定都市を除く。）の
福利厚生事業の状況について



１ 互助会等に対する公費支出額

注１） 県内市町村（指定都市を除く。）30団体のうち、令和３年４月１日時点で互助会等に対す
る公費支出を行っている団体が22団体、行っていない団体が８団体です。

注２） 互助会等に対する公費支出額には、首長部局、教育委員会及び公営企業からの
補助金・委託金等の支出を含みます。（市町村が直接実施する福利厚生事業は除く。）

注３） 前回調査（平成30年度）以降、３年に一度の調査としているため、直近の比較は平成29

年度決算となります。
注４） 公費率 ＝ 公費 ÷ （公費 ＋ 会員掛金）
注５） 公費率については、千円単位の額で算出しています。

（単位：百万円）

H26年度決算 H27年度決算 H28年度決算 H29年度決算 R2年度決算 R3年度予算

２３２ ２３３ ２２６ ２２２ １８５ ２０２

（29.4％） （29.9％） （29.1％） （28.8％） （25.3％） （26.7％）

公費支出額
（公費率）



（参考）平成26年度からの互助会等に対する公費支出額の推移

（単位：百万円）



２ 互助会等に対する公費支出の見直し状況

注１） 各市町村の首長部局における公費を伴う福利厚生事業の各年度中の見直し状況を示して
います。

注２） 互助会等に対する公費支出を行っていない団体は、大磯町・二宮町・中井町・大井町・開成
町・箱根町・ 真鶴町・湯河原町の８団体です。

※１ 令和２年度・３年度のいずれかで見直しを行った団体数は５団体。
※２ 例えば、実施していた個別事業の廃止や、互助会等における会員からの掛金のみによる事

業への変更など。
※３ 例えば、包括補助方式（互助会等の実施事業全体に補助）から事業補助方式（対象事業を

特定して補助） への変更など。

R2年度 R3年度

市町村数 ３０ ３０

うち互助会等に対する公費支出実施団体数 ２２ ２２

見直し団体数　※１ ４ １

互助会等に対する公費支出の廃止（休止） １ ０

互助会等に対する公費支出の削減 ２ １

互助会等が行う個別事業への公費支出の廃止　※２ ０ ０

互助会等が行う個別事業への公費支出の削減 １ ０

互助会等に対する補助等の方式見直し　※３ ０ ０
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３ 公費を伴う個人給付事業の実施状況

注１） 各市町村の首長部局における公費を伴う主な個人給付事業の各年度中の実施状況を
示しています。
注２） 公費を伴う個人給付事業とは、会員に対する現金等の直接給付のみならず、例えば施
設利用料の割引（施設に対して差額を補填）等の間接的な給付を含みます。
注３） 互助会等を通じて実施している個人給付事業以外に、各市町村が直接実施している個
人給付事業も含まれます。
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４ 互助会等が実施した福利厚生事業の公表状況

注１） 各市町村の首長部局における福利厚生事業の公表状況を示しています。
注２） 福利厚生事業の公表状況とは、令和元～３年度のいずれかに互助会等において実施

された職員に対する福利厚生事業の公表状況です。
注３） 令和３年度予算において、互助会等に対する公費支出を行っていない８団体（大磯町・

二宮町・中井町・大井町・開成町・箱根町・真鶴町・湯河原町） は対象外です。
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